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研究成果の概要（和文）：本研究は，業務目的の交通時間節約価値を包括的かつ理論的に分析することを通じて，情報
通信技術の進展が交通行動及びプロジェクト評価に与える影響を検討することを目的とする．まず，業務交通を分析す
る上では，交通の意思決定者，交通時間節約に支払意思を持つ主体，移動中の労働の有無，業務交通のスケジュール，
労働時間外の賃金支払いの有無が，留意すべき点であることを示す．その上で，被雇用者，雇用者，および両者の共同
意思決定を含めた10の時間配分モデルを定式化し，それらから交通時間節約価値を導出する．最後に，以上の分析から
得られる示唆を整理した．

研究成果の概要（英文）：This research aims to discuss the potential impact of recent development in 
information and communication technology on travel behavior and transportation project assessment by 
analyzing theoretically the value of business travel time saving and to derive the wage rate plus 
approach and Hensher’s formula from the models. Ten models are formulated based on three cases: the 
utility maximization of business traveler from an employee’s viewpoint, the profit maximization of the 
firm from an employer’s viewpoint, and the group utility maximization from the combined viewpoints of 
the employer and the employee. The results show that the wage rate plus approach is justified only in the 
employee’s utility maximization for the business travel that is made within work hours under the time 
off in lieu. Then, the Hensher approach is theoretically derived from the group utility maximization 
approach with additional assumptions. Finally the implications of the results are discussed.

研究分野：土木計画学
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１．研究開始当初の背景 
 交通時間節約価値は，交通プロジェクトの
便益を評価する上で広く用いられる重要な
数値である．交通時間節約価値に関する研究
は，長い歴史を持っている．まず，1960年代
より，理論研究が進められ，その後，これら
は，離散選択行動モデルの発展に伴い実証分
析へも導入され，現実の交通プロジェクト評
価に貢献してきている．これまで多数の交通
時間節約価値に関する理論研究が発表され
てきているが，実は，これらのほとんどにお
いては，暗に非業務目的の交通が仮定されて
いるか，あるいは明示的に非業務目的の交通
のみが対象とされてきている．驚くべきこと
に，業務目的に関する交通時間節約価値の理
論は，これまでほとんど研究されてきていな
い．非業務目的の交通時間節約価値は，時間
的および金銭的な予算制約と交通時間消費
制約のもとにおける個人の時間配分から，効
用最大化の原理を仮定することにより，導出
することが可能である．これに対して，業務
目的の交通時間節約価値では，個人の意思決
定のみならず，企業の意思決定も考慮される
必要がある． 
一般に，業務目的の交通時間節約価値の導
出には，費用節約アプローチと Hensher アプ
ローチの 2 つがあることが知られている 1)．
我が国をはじめとする多くの国の費用便益
分析の実務においては，費用節約アプローチ
によって業務目的の交通時間節約価値が設
定されてきている．ところが，費用節約アプ
ローチは，一定の理論的な根拠を持つものだ
が，特定の条件下でしか成立しない．その一
方で，Hensher アプローチは，近年，英国や
北欧諸国において適用の試みが行われつつ
あるが，直観的なものであり，理論的根拠が
薄弱であるとされる．そこで，Karlstrom2)は，
税による効果を考慮することにより，Hensher
公式 3)を導こうとした．ただし，残念ながら，
その導出に完全には成功していない．それで
は，Hensher 公式は，あくまでも直観的なも
のであって，理論モデルから導出することが
まったくできないものなのだろうか．また，
どのような条件の下であれば，費用節約アプ
ローチや Hensher アプローチは正当化される
のであろうか．ところが，そもそも業務目的
の交通時間節約価値に関する包括的な議論
が行われていないために，これらの疑問には
答えられていないのが実情である． 
また，近年，携帯電話などの普及によって，

ICT を活用した高度情報通信機器が広く活用
されるようになってきた．こうした機器の活
用は，移動中においても生産的な活動を可能
としているが，その影響を分析した研究は限
定される．特に，移動中の生産的な活動を考
慮した交通時間節約価値の研究はほとんど
行われていない．今後スマートフォンなどの
いっそうの普及が予想されることから，これ
らの交通プロジェクト評価や需要に与える
影響を分析することが望まれている． 

２．研究の目的 
本研究は，業務目的の交通時間節約価値を
対象に，Hensher アプローチも含めた包括的
な理論分析を行い，費用節約アプローチと
Hensher アプローチの導出される条件を明ら
かにするとともに，そこから得られる示唆を
論じることを目的とする． 
 
３．研究の方法 
業務目的の交通時間節約価値を包括的か
つ理論的に分析した．まず，既往研究のレビ
ューより，業務目的の交通時間節約価値の導
出には，費用節約アプローチと Hensher アプ
ローチとがあることを示した．次に，業務交
通を分析する上では，交通の意思決定者，交
通時間節約に支払意思を持つ主体，移動中の
労働の有無，業務交通のスケジュール，労働
時間外の賃金支払いの有無が，留意すべき点
であることを示した．その上で，被雇用者，
雇用者，および両者の共同意思決定を含めた
10の時間配分モデルを定式化し，それらから
交通時間節約価値を導出した．さらに，これ
らのモデルを拡張することにより，賃金率プ
ラス公式と Hensher公式を導出した．  
 
４．研究成果 
(1)研究の結果 
まず，業務目的の交通時間節約価値を理論
的に分析した結果より，業務目的の交通時間
節約価値を分析する際に留意すべき事項と
して，業務交通の意思決定者，交通時間節約
に支払意思を持つ主体，移動中の労働の有無，
業務交通のスケジュール，労働時間外の業務
交通に対する賃金支払の有無という 5つのポ
イントがあることを明確に示した．そして，
これらの留意事項を反映した 10 種類の業務
交通に関するモデルを構築し，それぞれにつ
いて交通時間節約価値を導出した．ここには，
被雇用者の効用最大化，雇用者の利潤最大化，
雇用者と被雇用者の集団効用最大化の 3つの
ケースが含まれている．それらの結果から，
賃金率アプローチの導出できる条件が示さ
れた．また，近年，研究課題とされていたブ
リーフケーストラベラーについても，その交
通時間節約価値の導出に成功した． 
次に，被雇用者の効用最大化に基づくモデ
ルをベースに，労働時間外の賃金支払いの条
件を変更することによって，賃金率プラスア
プローチを導出した．さらに，雇用者と被雇
用者の集団効用関数最大化に基づくモデル
をベースに，追加的な条件を課すことによっ
て，Hensher 公式を導出した．以上で得られ
た成果をまとめると，次のようになる． 
・賃金率アプローチが適用できるのは，雇用
者が業務交通に関する意思決定を行う状況
にあり，移動中に生産的活動が行われず，か
つその業務交通に対して賃金が支払われる
場合である． 
・賃金率プラスアプローチが適用できるのは，
旅行者が自分で業務交通に関する意思決定



を行う状況にあり，業務交通が労働時間外に
行われ，かつその業務交通に対して賃金が支
払われない場合である． 
・Hensher 公式は，雇用者と被雇用者の効用
関数の線形和で表される集団効用関数にお
いて，相対的重みパラメータが雇用者の利潤
に関する限界効用と一致し，かつ，節約され
る業務交通時間の労働時間外に配分される
割合が，業務交通時間のうち労働時間外に占
める部分の割合と一致すると仮定する場合
に，集団効用最大化によって得ることができ
る． 
また，以上の結果から，Hensher モデルに
関連する既往の議論に対する理論的な回答
を示した． 
業務目的に特化して，交通時間節約価値を
包括的に論じたものは存在せず，また，
Hensher 公式の理論的な導出プロセスが明示
的に示された文献も存在しない．実際，
Batley(2015)においても，今回の研究成果に言
及されており，成果の新規性が認められてい
る． 
(2)研究成果からの示唆の考察 
 本研究から得られる示唆は，次のようにま
とめられる．第一に，費用節約アプローチの
うち，他国の研究者により主張される賃金率
プラスアプローチは，被雇用者自身により業
務交通に関する意思決定ができ，かつ労働時
間外の業務交通に対して賃金が支払われな
い場合に成立することが明らかとなった．こ
れは，Time off in lieuのような制度が一般的
でない我が国では，適用できない可能性が高
い． 
第二に，費用節約アプローチのうち，賃金
率アプローチは，雇用者が業務交通に関する
意思決定をする状況で成立するものである
ことが明らかとなった．これは，雇用者本人
により業務交通が行われる場合には，明らか
に適用可能である．一方で，被雇用者により
業務交通が行われる場合には，雇用者による
意思決定という仮定の適用可能性は限定的
にならざるを得ない．なぜならば，まず長期
的には，被雇用者は，労働環境を自ら変更す
ることを通じて，業務交通に関連する意思決
定をある程度実施できる一方で，短期的にも，
業務交通の意思決定に関して，旅行者にかな
りの自由度が与えられているケースが多い
と思われるからである．ただし，これは，個
人の労働環境の変更に係る手続き費用や，
個々の企業における被雇用者の業務交通に
関する取扱の実態に依存するものであるか
ら，厳密には，実証的な調査分析を経なけれ
ば明らかにできない．労働経済学等における
既存の知見を最大限に活用しながら，労働市
場の実態に合致した議論が行われるべきで
ある． 
第三に，輸送そのものを業務とし，かつそ
れが雇用者により管理される交通（例えば，
鉄道やバスの運転手による業務交通）の交通
時間節約価値は，賃金率よりも低くなること

が明らかとなった．これは，すでに英国のガ
イドラインでは反映されているものである．
日本でも今後実証研究を通じて検討される
べき点であろう．ただし，タクシーやトラッ
クの運転手のように，業務交通であっても運
転手の行動に一定の自由度が与えられるも
のについては，この対象とならない点に留意
が必要である． 
第四に，ブリーフケーストラベラーのよう
に，移動中に労働が行われる場合の交通時間
節約価値は，移動中に労働が行われない場合
よりも低くなることが明らかとなった．今後，
高度情報通信端末が普及していけば，ブリー
フケーストラベラーは確実に増加すること
が期待される．そして，ブリーフケーストラ
ベラーの増加は，業務目的の交通時間節約価
値の減少につながる可能性がある．例えば，
オランダにおいて二時点で交通時間節約価
値を実証的に比較分析した結果によれば，交
通時間節約価値が経年で減少する傾向が報
告されている．また，その原因の 1つがノー
トパソコンや携帯電話の普及にある可能性
が指摘されている．したがって，今後，我が
国においても，移動中の生産活動の増加が交
通時間節約価値に与える影響を検討してい
くべきである． 
第五に，Hensher アプローチにおいて置か
れる，節約される業務交通時間の配分を外生
的にコントロールできるとする仮定は，企業
による業務交通に対する賃金支払いの実態
に依存するものであることが考察された．英
国や北欧諸国では，すでに Hensher アプロー
チの可能性が検討されているようであるが，
我が国でも，我が国固有の労働市場の文脈を
考慮したときに，Hensher アプローチを導入
することが妥当性であるか否かを検討する
ことが必要であろう． 
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